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令和7年度　気候変動適応の研究会 研究発表会・分科会
2025年12月16日

農業分野における気候変動適応技術の定量的評価：

モデルとモニタリングの連携

ー水稲を事例としてー

農研機構　農業環境研究部門
長谷川利拡
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•作物に影響を与える気候因子（気候駆動要因） 

•水稲高温耐性品種の導入効果の推定

•影響のモニタリングとモデリングの連携のため
の枠組みの構築

本日のトピック
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異常高温の影響（水稲の例）

器官分化

光合成・呼吸

転流

子実の充実

出穂・開花・受精

登熟障害
すでに現れ始
めている高温

障害

受精障害
今後懸念され

る障害

養水分の吸収

• 温度は，作物の収量形成，品質にかかわる多くの生理過程に影響を与える

• 生育期間全般の温度に加えて、特定の時期の高温が収量、品質に影響する
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白未熟粒

胴割粒

すでに頻発している問題 将来発生が懸念される問題

水稲の生殖生理に発生する高温ストレス
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イネの開花の様子
イネの開花・受精は短時間で完了
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推定穂温と不稔率の関係
Yoshimoto et al. (2021)　 J. Agric. Meteorol.

高温不稔の発生に関する温度指標

圃場条件における調査から推定穂温が33℃以
上になると不稔が増加（品種、コシヒカリ）

開花期15日のうち穂温が33℃を超えた日数の割合を指標
として不稔に関する高温暴露を指標化

IM2PACT (Integrated Micrometeorology Model for
Panicle And Canopy Temperature)による穂温推定

Yoshimoto et al （2011）  J. Agric. Meteorol.
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開花期頃の推定穂温が33℃を超えた1kmメッシュの出現頻度（HEF)

Toda et al. (2024). Revealing the spatial characteristics of rice heat exposure in Japan through panicle
temperature analysis. J. Agric. Meteorol. https://doi.org/10.2480/agrmet.D-24-00002

HEF（%）は、出穂前後に推定穂
温が33℃を超えた日の割合

作柄表示地帯の出穂盛期±1週
間を対象に計算

1992年以前には、全国的に不
稔発生温度を越える事例はなし

1993年以降には広い範囲で確
認されるようになった

高温不稔で地域収量が減収し
た事例は報告されていないが、
リスクは高まりつつある

高温不稔に関する温度指標の分布と変化

1978-1992年 2008-2022年

6
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MET26 ＝ 1/20　∑（T - Tbase）T >Tbase

T：日平均気温、Tbase = 26 ℃
（出穂～20日間の積算値を20で割った数値）

出穂日+1日 出穂日+20日

乳白粒

基部
未熟粒

腹白
未熟粒

背白粒

高温による白未熟粒の発生と高温指標

出穂後20日間の平均気温が約26℃を越えると温度上昇とともに増加

農林水産省ホームページより
https://www.maff.go.jp/j/seisan/syoryu/ken
sa/kome/k_kikaku/k_kaisetsu/index.html

高温指標MET26（平均超過温度）



SIXTH ASSESSMENT REPORT
Working Group II – Impacts, Adaptation and
Vulnerability

8

2023年登熟期間の気象～2016年との比較～

平均 0.5℃
平均 1.8℃

2023

過去10年の平均
に近かった年

2016

＊水田のある１kmメッシュデータで計算、検査機関における検査量で重みづけ

u 2023年のMET26は
2016年と比べて1.3℃
高くなった。

u 北陸、関東、東北、東
海、近畿などで特に
著しく高温になった。

u 全国の1等米比率も
20ポイント以上低下

1等米比率
60.9％

猛暑年

１等米比率
83.4％
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各パネルの値は、回帰傾き(10年あたり℃)。**、*、†は、それぞれP < 0.01、P < 0.05、P < 0.1で統計的に有意であることを
示し、n.s.は有意でないことを示す。高知、徳島、鹿児島、宮崎は普通期。沖縄は出穂期のデータが揃わず集計に含めず。

2001～2024年のMET26の推移

Hasegawa et al., 2025 https://doi.org/10.1007/978-981-96-2436-2_4にデータを追加
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‘23

‘19

‘10

全国平均１等米比率と高温指標との関係（2001～2024年）

‘24

2024年の一等米比率は12月31日現在

高温指標は、各1kmメッシュの
水田率で重みづけして県ごと
に集計。その後、全国平均を
求める際には、各県の検査数
量で重みづけして集計。

• MET26が1℃上昇するにつれて、
1等米比率は約15ポイント低下

• 2010年以前と以降で、温度に
対する回帰線が変化

Hasegawa et al., 2025 https://doi.org/10.1007/978-981-96-2436-2_4にデータを追加
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水稲品種の高温耐性（登熟性）分類

農研機構2017年研究成果情報「北海道を除く全国の水稲高温登熟性標準品種の選定
(https://www.naro.affrc.go.jp/project/results/4th_laboratory/nics/2017/17_038.html)を農林水産省「農業生産における気候変動適
応ガイド 水稲編」で改変(https://www.maff.go.jp/j/seisan/kankyo/ondanka/attach/pdf/index-102.pdf)
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メタ解析

高温耐性品種ランク別白未熟発生率のモデル化

系統的レビューによ
るデータベース構築

33 県44 試験地
48品種
n = 1302

モデル構築

高温耐性分類別に温度・日射・湿度から白未熟粒率
を推定するモデルを構築

(Wakatsuki et al. 2024, Field Crops Research)
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2023年に高温耐性品種を導入した場合の効果の試算

高温耐性分類
「中」 「やや強」 「強」

推定白未熟粒率
全国平均　

24%
16% 11%

u 高温耐性分類 を「中」から「やや強」に上げると、全国平
均白未熟粒率は8ポイント、「強」の品種を導入すると13
ポイント低下する。

u 白未熟粒率が1ポイント低下すると1等米比率は1.6ポイン
ト増加する

u 2023年の気象条件では、高温耐性分類を「中」から「やや
強」に高めることで１等米比率は12～13ポイント高まる

導入効果
-8

-13

（長谷川ら, 2024
https://doi.org/10.14829/jcsproc.258.0_49)

推定白未熟粒率（％）

試算の概要

https://doi.org/10.14829/jcsproc.258.0_49
https://doi.org/10.14829/jcsproc.258.0_49
https://doi.org/10.14829/jcsproc.258.0_49
https://doi.org/10.14829/jcsproc.258.0_49
https://doi.org/10.14829/jcsproc.258.0_49
https://doi.org/10.14829/jcsproc.258.0_49
https://doi.org/10.14829/jcsproc.258.0_49
https://doi.org/10.14829/jcsproc.258.0_49
https://doi.org/10.14829/jcsproc.258.0_49
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•適応技術開発・普及の加速

•農業への影響の実態解明
•適応技術の効果の定量的評価

科学的根拠となるデータを集積
する広域モニタリング体制の構
築が不可欠

影響のモニタリングとモデリングの連携のための枠組みの構
築の必要性

課題
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研究開発プラットフォームとは
協議会会員のうち、複数の会員が 組織、分野、地域等の垣根を超えて連携し、新たな商品化・事業化を
目指して共同して研究開発に取り組むオープンな活動母体を「研究開発プラットフォーム」と呼びます。
「研究開発プラットフォーム」内に形成された、実際の研究開発を遂行するクローズドなグループを
「研究コンソーシアム」と呼んでいます。  

https://www.kn
owledge.maff.g
o.jp/platform.
html

気候変動研究対策技術開発プラットフォーム

プラットフォームとコンソーシアムの組織構成
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セグメント間連携（II,　III、IV）

地域農研

農環研 作物研

これまでは高温発生年（不定期）に
下記の枠組みで調査協力依頼

プラットフォーム設立経緯

2022年
7府県16地点

2023年
28府県83地
点

• 定期的・組織的にデー
タの集積する仕組み
の構築

• 品目・分野の拡大

プラットフォーム設立準備

地域農研・公設試の試験圃場からサンプル・デー
タの提供の協力依頼：対象は主に水稲

2024年度以降の体制

●はサンプル提供地点

2024年
34府県94地点
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プロデューサー

長谷川利拡

土地利用型作物気候変動
適応研究コンソーシアム

研究代表者：西森基貴

農研機構農業環境研究部門
気候変動適応策研究領域長

土壌ICT開発

コンソーシアム

研究代表者：浦嶋　泰文

農研機構農業環境研究部門
土壌環境管理研究領域長

事務局

農研機構・農業環境研究部門
気候変動適応策研究領域

2025年度からの体制

コンソーシアムの活動体制

2025年10月27日現在、農研機構および46都道府県50機関（公設試験場など）が加入



土地利用型作物気候変動適応策研究コンソーシアムの活動概要

高空間解像度気象・
気候シナリオデータポイント試験データ

公設試などでの栽培試験（気象感応試
験、奨決試験、高温登熟性検定試験、
施肥試験、長期有機物連用試験等）
農家圃場における定点観測

白未熟粒率発生予測モデル

気温
湿
度

日射

品種の高温耐性ランクごとに白未熟粒率を推定

弱
やや
弱

中
やや
強

強

高温による被害・高温耐性品
種導入の効果の面的推定

公設試など
農研機構

高温耐性品種導入計画支援

頻発する異常高温の実態解明と適応技術効果の評価・将来の影響予測
モニタリング・モデリング研究連携体制の構築

モデルを用い
た影響評価

(℃）

2023年登熟期の気温の分布

30

28

26

推定白未熟粒率の分布
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まとめと今後の課題

Ø中・長期的な温暖化影響の評価が主要な品目で研究されてきたが、
短期的な極端現象の影響は限られている

Ø国内においても、多くの品目で高温による負の影響が報告・その範
囲が拡大している

Øこれに足して、適応技術の効果および実行可能性の科学的な評価は
不十分である

Ø適応技術の開発のとどまらず、それらの有効性、実行可能性を多面
的に評価し、向上させるような貢献が望まれる

Øそのために気候変動対策技術研究開発プラットフォーム設立。地域
の特性に応じた適応技術の普及のために連携を強化したい

Ø食料システムにおける適応と緩和を自分ごととして考えてもらうた
めの啓蒙も継続する


